
中小企業による新事業活動の促進について

【報告事項】

資料 ６



 

平成２１年３月１０日現在
➢農商工等連携事業計画 １６９件
➢農商工等連携支援事業計画 ５件

今後、全国の優良事業の更なる創出及び認定事業により
開発された産品等の販路開拓を促進するため

農商工連携案件発掘推進事業（参考１）
｢出会う、ふれあう、地域の魅力｣キャンペーン（参考２）

を強力に推進

天然乾燥させた地元無垢材を使い、
化学物資を低減させたシックハウス
対策住宅を開発・販売【熊本県】

奥尻島産「真ほっけ」と高品質冷凍

保存技術を組み合わせた「刺身用

ほっけ」を開発・販売【北海道】

寒ぶり、青首かぶら、食塩、米麹な
ど、すべての原料が能登産の「かぶ
らずし」を製造・販売【石川県】

沖縄在来種のハイビスカス（アカバ
ナー）を有機栽培し、花茶、エステ
ドリンクの開発・販売【沖縄県】

会津産栃の木の蜂蜜と独自の酒造技
術（醸造、ろ過、風味制御技術）を
組み合わせた｢国産ミード酒｣を
製造・販売
【福島県】

農商工等連携事業について

米の新品種である｢いのちの壱｣に無

農薬栽培（不耕起栽培）技術を導入

し高品質米として｢龍の瞳｣を製造・

販売【岐阜県】

萩市における多獲性・低利用度魚
類を原料とした新規高付加価値商
材の開発と販路開拓【山口県】
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地域資源活用事業について

合 計 農林水産物 鉱工業品 観光資源

北海道地域 ９４７ ５３５ １６５ ２４７

東北地域 １，０３５ ３４０ ２３４ ４６１

関東地域 ２，５４９ ６２８ ５８２ １，３３９

中部地域 １，０８０ ２６０ ２７７ ５４３

近畿地域 ２，３２６ ５４７ ４９０ １，２８９

中国地域 １，０１０ ３５１ ２３６ ４２３

四国地域 ５５０ ２２５ １７２ １５３

九州地域 １，１７９ ４０１ ２３３ ５４５

沖縄地域 ２４６ ４１ ３２ １７３

合 計 １０，９２２ ３，３２８ ２，４２１ ５，１７３

■ 地域資源の数 ■

平成２１年２月２５日現在

 

（有）九州トラベルサービス（熊本県小国町）
従来型の観光スポット中心から、阿蘇くじゅう
国立公園や黒川温泉等を活用した散策、トレッ
キングや農地体験等、地元ならではの複合的な
着地型観光商品を開発を行う。

曲イ田中酒造（株）（北海道小樽市）
明治３２年の創業以来１００年以上培ってき
た「日本酒」の製造技術を活かして、飲みや
すい健康酢（みりん酢）を開発。健康ブーム
を背景に、拡大する食酢市場において販路開
拓を図る。

羽州観光開発（株）（秋田県にかほ市）
「獅子が鼻湿原」のトレッキングをベースと
した、「癒しと学びの観光プログラム」を開
発する。

（有）竹田ブラシ製作所（広島県熊野町）
江戸時代から伝わる歴史ある「熊野筆」の技
術を活用して、高品質で利便性の高い「化粧
筆」を開発し、国内外へ販路開拓を行う。

馬路村農業協同組合（高知県馬路村）
全国的な知名度を得た馬路村のゆず加
工品の新商品開発として、クエン酸の
「疲労回復」効果に着目し、日本で初
めてゆずを使ったスポーツドリンクの
開発、販売展開を行う。

平成２１年３月１０日現在
５８４件の地域産業資源活用事業計画を認定

（農林水産品２０９件、鉱工業品３３３件、観光資源４２件）



新連携事業ついて
これまでに全国で５８８件の新連携計画を認定・支援を実施。うち、平成２０年１２月末現在で３７４件（約６９％）の新連携計画が事
業化（販売達成）しており、販売達成金額は累計で約５４０億円となっている。

◆認定計画数◆ ◆事業化実績◆

【㈱おぎそ（岐阜県土岐市）】
○学校給食用の廃棄処分されている強化磁器食器
破損物を回収し、リサイクル高強度磁器食器とし
て再度、学校現場で使用させる完全循環型の食
器製造、販売するシステムを構築。
○全メーカーの廃食器を回収の対象とし、リサイクル
食器の素材強度が230MPa（従来品：220MPa）を
保持していることが新たな特徴。

○展示会を通じて全国の学校給食関係者に対し営業
活動を開始し、東京都内の10区役所管内で採用
され、順調な販売実績を残している。

㈱おぎそ（コア企業）
（廃食器回収、リサイクル食器販売）

㈱馬駈鉱産
（高強度磁器用陶土
製造）

愛知工業大学
（強度研究と最適配合
組成の開発）

学校給食の廃食器回収によるリサイクル高強度磁器食器の製造・販売事業 産業廃棄古紙のリサイクルによる食品トレーの開発

【㈱環境経営総合研究所（東京都渋谷区）】

○本事業は、コア企業が開発した古紙の粉末化技術を活用し、連携企業と産業用廃棄古紙
（紙コップ原紙・コーヒーフィルタろ過紙の抜きカス）を用いた新しい発泡食品トレーを開発。
○従来の発泡スチロール製・ポリプロピレン製のトレーではなく、本商品は原材料の半分以上
に古紙を使用、従来品と同様なものをより安価で提供できることが新たな特徴。

○順調に製品化が進み、百貨店への販売を進めている。

㈱環境経営総合研究所（コア企業）
（古紙粉末化技術）

㈱ティエスピー
（製品化用の機械製造）

玉井環境システム㈱
（古紙食品トレー２次加工）

㈱ムトウユニパック
（古紙供給）

エコマーク 回収した食器再生食器
食品トレー



 日本のモノ作り産業の優れた技術を有する中小企業者等を、地域を支える農林水産業に係わる
農林漁業事業者の集まる場に送り、ビジネス・マッチングを推進する。

 各地域において、農林漁業事業者が集まる以下の場で、モノ作り企業等が、自らが持つ技術や機
械器具製品を紹介し、これらを用いた新事業の創出について説明し、その後、個別商談を実施。

※農商工連携フォーラム、農商工連携マッチング・フェア 等

 平成２０年度に約1５回、平成２１年度では約２０回開催。

１．モノ作り企業等による技術・製品等の紹介

２．グループ別で技術・製品について詳細説明・意見交換

農林漁業者に対して、モノ作り中小企業等
が、連携事例の紹介、連携が期待できる技
術・製品等を説明。

関心を有する農林漁業者が、説明企業から
詳細な説明を聴取。
その際、コーディネーター等が入り、農林漁業
者等と説明企業との間での意見交換が深まる
ように支援。

３．個別商談

農林漁業者と説明企業とが積極的に連携
について商談等を実施。

中小企業者が、農林
漁業者と新たに出会
うこと通じて、新事
業を創出し、地域経
済の活性化に貢献。

農商工連携関連の
新事業創出

農商工連携案件発掘推進事業参考１



地域経済を支える農林漁業者等や中小企業者の、農商工連携や地域資源活用等により開発し
た商品・サービス等や、魅力ある隠れた地域産品等について、全国規模での展示会、商談会等
を通じて、首都圏等の消費者や流通業者との｢気づき｣の機会を提供し商品の品質向上を図ると
ともに、全国規模等での販路開拓・拡大を目指すことにより、地域経済活性化の推進を図る。

「出会う、ふれあう、地域の魅力」キャンペーンの推進参考２



「農商工連携推進研究会」について

【全国中央会・ＪＡ】

参考



「農商工連携推進研究会」報告（要旨）
＜全国中央会とＪＡ全中によるトップ会談の開催＞

○ 地域経済を活性化するためには、地域の基幹産業である農林漁業と商業、工業等の産業間での
連携（農商工等連携）を強化し、相乗効果を発揮していくことが必要となることから、平成20年3
月27日、全国中央会 佐伯会長が、全国農業協同組合中央会（ＪＡ全中）宮田会長（当時）に呼
びかけ、「農商工連携に関する懇談会」が開催された。

○ 中小企業者と農林漁業者との連携には、まず同じ協同組織を母体とするＪＡ中央会と中小企業
団体中央会が相互の理解を深める必要性があるとの考えから、今後、両中央会において、具体的
な連携策を検討するため協議の場を設けていくことで合意した。

○ そこで、全国中央会では、ＪＡ全中の実務者クラスと学識経験者、コンサルタント等の外部専
門家による「農商工連携推進研究会」を設置し、農業並びに中小商工業の直面している課題、今
後の農商工連携のあり方、それぞれの組合組織の役割、及び、今後の支援の方向等について、４
回にわたる委員会 と全国各地の事例調査等を行い検討を行ってきた。

○ 今般、その検討結果を「農商工連携推進研究会報告」としてとりまとめたことから、全国中央
会とＪＡ中央会の今後の取組み方針を広く中小企業者や農業者に周知、啓蒙・普及するため、平
成21年3月4日、マスコミ、行政、中小企業団体中央会、ＪＡ中央会に対し発表会を開催し、ＪＡ
等全国の関係 者に周知、普及していくこととした。

＜農商工連携推進研究会における検討内容等＞
１．地域における産業間連携推進のための基礎作り
① 農業者・農業協同組合及び中小企業者・中小企業組合の直面している課題等についての情報交換
② 地域内における産業間交流等についての情報交換

２．地域経済の活性化についての検討
① 産業間交流に関するビジネスモデル等の検討
② 現状把握のための実態調査等の実施

３．具体的な連携シーズの発掘と育成
プロジェクト支援（ＦＳ的事業の実施）、法律の認定と支援策の活用



＜県レベル＞
○○県農商工連携推進検討会議

都道府県中央会
中小企業組合
中小企業者

ＪＡ中央会
農業協同組合

農業者

学識経験者、行政関係者等

＜今後の全国中央会とＪＡ全中の支援の方向性＞
○ 各都道府県段階において、中小企業団体中央会とＪＡ中央会よる「農商工連携推進
検討会議」を開催し、産業の枠を超えた連携による新たな地域振興、安全・安心、環境
問題への対応のあり方、地域における今後の農商工連携推進の方向、農商工連携のシー
ズの発掘と育成策を検討する。
○ 全国段階においては、引き続き「平成２１年度も農商工連携推進研究会」を開催し、
各地域の連携活動の状況や事業実施上の課題等について検討

＜全国レベル＞
農商工連携推進会議

＜全国レベルの取組みの具体策＞
○「農商工連携推進研究会」の継続的実施
○ 情報収集・発信と行政対応
○ ケース策定と研修会の開催

＜県レベルの取組みの具体策＞
情報交換、実態調査、連携シーズ情報交換、実態
調査、連携シーズ（きっかけ）発掘と育成、地域
のリーダーの交流等を行う。

※ 中小企業団体中央会としては、ＪＡ中央会、農業協同組合等の関係者との連携を強化し、農商工連
携に取り組むきっかけ作りや挑戦者の拡大、そして、コーディネータ役となる人材育成に注力する。


